予算要求資料
平成26年度当初予算　　支出科目　款：農林水産業　　項：農業費　　目：農業振興費
	事業名　地域食材活用弁当応援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　農政部　農産物流通課　輸出戦略・広域流通係　電話番号：058-272-1111（内2853）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11444@pref.gifu.lg.jp  
１　事業費　　1,616千円（前年度予算額：1,700千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,700
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,700

	要求額
	1,616
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,616

	1月29日時点
査定額
	1,616
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,616

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
・平成24年の地域食材をふんだんに使用した「国体応援弁当」で高まった、
地域食材の活用機運を、継続、発展させる必要がある。
・平成25年度は、この食による地域活性化に向けた取り組みを継続させるた
めに、県内外の人へ弁当や製造グループの周知に関する取組支援を行った。

・平成26年度は、『①自発的な食による地域活性化への取り組み』と『②地域
食材をふんだんに活用した弁当やお料理づくりなどの推進と利用促進』を行
い、自主的な活動の定着やさらなる発展に向けた支援を行う。
　　　
（2） 事業内容
【支援対象】

　　・岐阜県地域食材活用推進ネットワーク

　　　　「国体応援弁当」を機に横の連携強化と食による地域活性化に取り組む
　　　ことを目指して集まった岐阜県内の農業女性起業グループ。
【活動内容及び支援内容】
・東海サミット（会場使用料、運営に係る経費等を支援）
　　　　平成25年度に、岐阜県内の農業女性起業グループを集めたサミットを
　　　開催し、ネットワーク（農業女性起業グループ）の活動への理解や、紹介、
質の高い食材活用手法について学ぶ機会を設けた。
・スタンプラリー（スタンプラリーに必要な資材等経費を支援）
　　　　平成24年に引き続き、どこで弁当が購入できるか、どのような弁当が
　　　食べられるのかといった周知を行っていく。

　　　　平成25年度の活動から、さらに質の高い弁当づくりに取り組む姿勢や、
　　　新メニュー開発への意欲が高まった農業女性起業グループが発生し、この
機に、様々な弁当や地元食材を使った惣菜等加工品開発の意欲を高めてい
く。
（３）県負担・補助率の考え方

　・地域食材の活用は、地域に眠る資源の発掘や地元における加工や販売に従事
する雇用者の確保、地産地消の推進といった観点から県負担は妥当。
　・支援対象は、県内の農業女性起業グループで、経営的に不安定な農業団体の
ため、農業を守っていく観点からも県支援は必要である。
（４）類似事業の有無
無　

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	93
	農林事務所職員旅費

	需用費
	860
	資料、弁当サミット食材等費

	役務費
	12
	郵便、電話等

	委託料
	435
	スタンプラリー開催経費

	その他
	216
	弁当サミット東海大会(講師報償費、会場使用料)

	合計
	1,616
	


	　１月２９日時点の査定額の考え方　




	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
岐阜県地域食材活用推進ネットワーク構成員が、各グループの相互連携の強化と、経営安定のために県内外の消費者へ弁当販売活動をＰＲと周知をすることで顧客を掴み、安定した経営活動の中で、さらなる自主的な顧客取り込み活動や食による地域交流活動の推進を展開していけるよう支援する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	地産地消弁当実施グループ数
	8社
（H23）
	8社
（H24 ）
	（H  ）
	9社
（H25）
	12社 
（H27）
	０％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

ぎふ清流国体・ぎふ清流大会のＰＲの一環として、「国体応援弁当」と銘打ち、女性農業起業グループ等が取り組む地産地消弁当の製造・販売を支援した。
道の駅や農産物直売所等での提供を通じて、夏休み、秋の行楽期及び国体・大会開催期間中に訪れる県内外の来訪者や地域住民に国体・大会のＰＲとあわせて、地産地消弁当のＰＲを図った。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

趣旨に賛同した農業女性起業グループ等11団体が参加した。

提供期間中（６月13日～10月15日/約４か月）に各グループ1,000食の提供を目標としていたところ、最終的に約24,000食（平均約2,200食）を売り上げた。

実施期間中は、ＮＨＫの地域情報番組や岐阜放送のニュース・バラエティなど５回のテレビ放送や、連載コラムをはじめとする８回の新聞掲載があり、マスコミの注目も高かったほか、フリーペーパー、パンフレットやＨＰ等とあわせて極めて効果的なプロモーションを行うことができた。

また、各参加団体とも消費者からの反響やマスコミの注目など、効果的な広報の効果を実感した。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	各グループとも、引き続き連携の推進や取組のＰＲの強化等に対する支援を希望する声が強く、また、県産農産物のＰＲを地産地消の枠を超えて直接消費者へ行ううえで格好の手段であると判断されるので、その必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	各グループとも自らの弁当の持つ潜在能力の強さに気づき、かつ、連携した取り組みによる情報発信能力の高さに対する理解も進んでおり、各グループの連合体による取り組みと、取組グループの拡大は効果的に行うことが期待できる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	農業フェスティバルにおいて催事を開催することで、極めて多くの来場者に効果的にＰＲを図ることができ、事業の効率化は図られている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
農業女性起業グループは菓子類や惣菜類、簡易な弁当類へ取り組むグループが多く、本格的な地産地消弁当へ効果的に誘導する方法が課題となる。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　各グループ独自の物語（歴史、食材、加工技術など）を持つこれらの取り組みは、マスコミの注目や消費者の共感を得られやすい、県産農産物のＰＲを直接消費者へ行ううえで格好の手段であることから、引き続き推進する。

　併せて、各グループの自主性を引き出しつつ取組の推進・拡大を図ることで、将来的にはネットワークの自主運営に誘導する。



